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改正パートタイム労働法施行半年の状況について

－　短時間労働者からの相談増加！－

　千葉労働局（局長　千葉　秀木）雇用均等室では、パートタイム労働法に基づき、相談を受け付けるとともに、労働者と事業主との間の紛争解決の援助及び事業所訪問による是正のための助言を行っているところである。

　このたび、平成20年4月に施行された改正パートタイム労働法施行後半年間の状況を取りまとめた。

　千葉労働局雇用均等室では、この結果を基に、短時間雇用管理者や労使団体等に関係資料を配布する等、一層の法の周知徹底を図ることとしている。


＜ポイント＞

◆　短時間労働者からの相談　８６件　半年間で平成19年度の約２倍！
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－平成19年度合計　39件－

　　 改正パートタイム労働法に関する上半期の相談件数は全体で２７５件（平成１９年度合計３９８件）であり、その内容としては、「労働条件の文書交付等」に関するもの（３８件、13.8%）、「差別的取扱いの禁止」に関するもの（３７件、13.5%）、「通常の労働者への転換」に関するもの（３２件、11.6%）が多い。

     なお、短時間労働者からの相談は半年間で８６件であり、その内容としては、「労働条件の文書交付等」に関するもの（１３件、15.1%）、「差別的取扱いの禁止」に関するもの（１２件、14.0%）が多い。

◆　事業所訪問により助言を行った事業所の割合　　約９割

○　事業所訪問を行った４４事業所のうち、４１事業所（９３．２％）に対して、７２件の助言を行った。

○　助言内容としては、「通常の労働者への転換」について75.0%、「労働条件の文書交付等」について54.5%の事業所に対して助言を行った。

注）「短時間雇用管理者」とは

　　パートタイム労働法では、事業主は常時１０人以上のパートタイム労働者を雇用する事業所ごとに、パートタイム労働者の雇用管理の改善等に関する業務を担当する「短時間雇用管理者」を選任するよう努めなければならないことと定められている。

＜添付資料＞

１．千葉労働局における平成20年度上半期改正パートタイム労働法の施行状況
２．改正パートタイム労働法が施行されました！（リーフレット）( 表 ) ( 裏 )
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